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事実の概要

　平成 19 年、認知症にり患し、在宅介護を受け
ていたＡ（当時 91 歳、要介護 4、成年被後見人では
ない。）は、Ａの妻であるＹ１（当時 85 歳、要介護 1）
が 6、7 分まどろんでいる間に徘徊し、旅客鉄道
事業を営む会社であるＸ（JR 東海）の（愛知県に
ある）駅の構内の線路に立ち入りＸの運行する列
車に衝突して死亡した（以下「本件事故」という。）。
本件事故に至るまでにＡが1人で外出して数時間
行方不明になったのは、平成 17 年及び 18 年の
合計 2回であった。Ｘは、Ｙ１、Ａの子であるＹ２
（長男、横浜市に居住し、本件事故まで 20 年以上も
Ａと同居しておらず、本件事故直前の時期において 1
箇月に 3回程度週末にＡ宅を訪ねていた。Ｙ２の妻は
単身でＡ宅の近隣に転居し、Ｙ１とともにＡの介護を
していた。）、Ｙ３（二男）、Ｙ４（二女）及びＹ５（三女）
に対し、本件事故によって振替輸送などの損害を
被ったと主張して、民法 709 条又は民法 714 条
に基づき、損害賠償金約 720 万円の支払いを求
めた。
　原々審は、Ａには責任能力はなく、Ｙ１は民
法 709 条により損害賠償責任を負い、Ｙ２は民法
714 条 1項の法定監督義務者や同条 2項の代理監
督者と同視しうる事実上の監督者として同条2項
の準用により損害賠償責任を負うとして、Ｘの請
求を全部認容し、その余の子らに対する請求を棄
却した（名古屋地判平 25・8・9判時 2202 号 68 頁）。
Ｙ１及びＹ２が控訴した。
　原審は、Ｙ１は民法 714 条 1 項の法定監督義務

者に該当し、同条 1項に基づき損害賠償責任を
負うが、Ｙ２は民法 714 条の監督義務者に該当せ
ず、また、民法 709 条に基づく損害賠償責任も
負わない、民法 722 条 2 項に定める被害者に過
失相殺事由が認められない場合であっても同項に
体現されている不法行為法における損害の公平の
分担の精神により、Ｙ１は損害額の 5割の賠償責
任を負う、として、Ｙ１に対する請求を一部認容し、
Ｙ２に対する請求を棄却した（名古屋高判平 26・4・
24 判時 2223 号 25 頁）。Ｘ及びＹ１の双方が上告し
た。

判決の要旨

　１　保護者・成年後見人と法定監督義務者
　「民法 714 条 1 項の規定は、責任無能力者が他
人に損害を加えた場合にはその責任無能力者を監
督する法定の義務を負う者が損害賠償責任を負う
べきものとしているところ、このうち精神上の障
害による責任無能力者について監督義務が法定さ
れていたものとしては、平成 11 年法律第 65 号
による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律 22 条 1 項により精神障害者に対する自
傷他害防止監督義務が定められていた保護者や、
平成 11 年法律第 149 号による改正前の民法 858
条 1 項により禁治産者に対する療養看護義務が
定められていた後見人が挙げられる。しかし、保
護者の精神障害者に対する自傷他害防止監督義務
は、上記平成 11 年法律第 65 号により廃止され
た（なお、保護者制度そのものが平成 25 年法律



2 新・判例解説Watch2

新・判例解説 Watch ◆ 民法（財産法）No.108

第 47 号により廃止された。）。また、後見人の禁
治産者に対する療養看護義務は、上記平成 11 年
法律第 149 号による改正後の民法 858 条におい
て成年後見人がその事務を行うに当たっては成年
被後見人の心身の状態及び生活の状況に配慮しな
ければならない旨のいわゆる身上配慮義務に改め
られた。この身上配慮義務は、成年後見人の権限
等に照らすと、成年後見人が契約等の法律行為を
行う際に成年被後見人の身上について配慮すべき
ことを求めるものであって、成年後見人に対し事
実行為として成年被後見人の現実の介護を行うこ
とや成年被後見人の行動を監督することを求める
ものと解することはできない。そうすると、平成
19 年当時において、保護者や成年後見人である
ことだけでは直ちに法定の監督義務者に該当する
ということはできない。」

　２　夫婦の同居協力扶助義務と法定監督義務
　「民法 752 条は、夫婦の同居、協力及び扶助の
義務について規定しているが、これらは夫婦間に
おいて相互に相手方に対して負う義務であって、
第三者との関係で夫婦の一方に何らかの作為義務
を課するものではなく、しかも、同居の義務につ
いてはその性質上履行を強制することができない
ものであり、協力の義務についてはそれ自体抽象
的なものである。また、扶助の義務はこれを相手
方の生活を自分自身の生活として保障する義務で
あると解したとしても、そのことから直ちに第三
者との関係で相手方を監督する義務を基礎付ける
ことはできない。そうすると、同条の規定をもっ
て同法 714 条 1 項にいう責任無能力者を監督す
る義務を定めたものということはできず、他に夫
婦の一方が相手方の法定の監督義務者であるとす
る実定法上の根拠は見当たらない。したがって、
精神障害者と同居する配偶者であるからといっ
て、その者が民法 714 条 1 項にいう『責任無能
力者を監督する法定の義務を負う者』に当たると
することはできないというべきである。」

　３　Ｙ１ 及びＹ２ の法定監督義務者該当性
　Ｙ１がＡを「監督する法定の義務を負う者」に
当たるとすることはできない。また、Ｙ２がＡを「監
督する法定の義務を負う者」に当たるとする法令
上の根拠はない。

　４　法定監督義務者に準ずべき者
　「法定の監督義務者に該当しない者であっても、
責任無能力者との身分関係や日常生活における接
触状況に照らし、第三者に対する加害行為の防止
に向けてその者が当該責任無能力者の監督を現に
行いその態様が単なる事実上の監督を超えている
などその監督義務を引き受けたとみるべき特段の
事情が認められる場合には、衡平の見地から法定
の監督義務を負う者と同視してその者に対し民法
714 条に基づく損害賠償責任を問うことができる
とするのが相当であり、このような者について
は、法定の監督義務者に準ずべき者として、同条
1項が類推適用されると解すべきである……。そ
の上で、ある者が、精神障害者に関し、このよう
な法定の監督義務者に準ずべき者に当たるか否か
は、その者自身の生活状況や心身の状況などとと
もに、精神障害者との親族関係の有無・濃淡、同
居の有無その他の日常的な接触の程度、精神障害
者の財産管理への関与の状況などその者と精神障
害者との関わりの実情、精神障害者の心身の状況
や日常生活における問題行動の有無・内容、これ
らに対応して行われている監護や介護の実態など
諸般の事情を総合考慮して、その者が精神障害者
を現に監督しているかあるいは監督することが可
能かつ容易であるなど衡平の見地からその者に対
し精神障害者の行為に係る責任を問うのが相当と
いえる客観的状況が認められるか否かという観点
から判断すべきである。」

　５　Ｙ１及びＹ２の「法定監督義務者に準ずべき者」
　　　該当性
　Ｙ１及びＹ２は、Ａの第三者に対する加害行為を
防止するためにＡを監督することが可能な状況に
あったということはできず、その監督義務を引き
受けていたとみるべき特段の事情があったとはい
えないので、Ａの法定の監督義務者に準ずべき者
に当たるということはできない。

判例の解説

　一　民法 714 条 1項の法定監督義務者
　未成年者については、親権者を法定監督義務
者と考えることができる（民法 820 条）。しかし、
これ以外の責任無能力者については、法律がなく、
法定監督義務者はいない、と解すべきである。
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　Ａの配偶者であるＹ１が同居協力扶助義務（民
法 752 条）を負い、その義務から監督義務を認め、
第三者に対する責任まで導くこと（原審判決）に
は飛躍がある１）。本判決が、民法 752 条の規定を
もって同法 714 条 1 項にいう責任無能力者を監
督する義務を定めたものということはできない、
とした点は高く評価することができる。

　二　法定監督義務者に準ずべき者
　最判昭 58・2・24 判時 1076 号 58 頁（以下「昭
和 58 年判決」という。）は、両親と同居している
成年者が心神喪失の状況のもとで他人に傷害を負
わせた事件について、当該事件までその行動にさ
し迫った危険があったわけではなく、当該両親は
精神衛生法上の保護義務者にされることを避けて
家庭裁判所の選任を免れていたこともなかった等
判示の事実関係のもとでは、当該両親に対し民法
714 条の法定の監督義務者又はこれに準ずべき者
としての責任を問うことはできない、と判示した
原審の判断を是認した。本判決は、昭和 58 年判
決を引用し、「責任無能力者との身分関係や日常
生活における接触状況に照らし、第三者に対する
加害行為の防止に向けてその者が当該責任無能力
者の監督を現に行いその態様が単なる事実上の監
督を超えているなどその監督義務を引き受けたと
みるべき特段の事情が認められる場合には、衡平
の見地から法定の監督義務を負う者と同視してそ
の者に対し民法 714 条に基づく損害賠償責任を
問うことができる」、と判示する。しかし、（保護
義務者を受け継いだ）保護者の精神障害者に対す
る自傷他害防止監督義務は、精神保健福祉法の改
正により、廃止され、現在では、保護者制度その
ものが廃止されている状況のもとでは、成年者に
ついて、法定監督義務者、法定監督義務者に準ず
べき者を想定すべきではない。また、介護は加害
行為の防止に向けてされるものではないので、介
護者が法定監督義務者に準ずべき者とされるべき
ではない。監督を現に行っている者が監督義務を
引き受けたとみるべき特段の事情が認められる場
合は意思による引受けであり、衡平の見地から法
定の監督義務を負う者と同視することができると
きは、監督という作為義務を法律ではなく、意
思によって引き受けた場合であるから、民法 709
条によって考えるべきである。とはいえ、本件で
は、介護者は、監督を現に行っていたとしても、

監督義務を引き受けたとみるべき特段の事情が認
められず、また、監督義務を引き受けたとみるべ
き特段の事情が認められたとしても、通常人とし
ての注意義務を尽くしていたと考えられるので、
民法 709 条に基づいて不法行為責任を負わない
と考えられる。

　三　Ｙ２ は法定監督義務者に準ずべき者に該当
　　　するが、監督義務を尽くしていたとの岡部・
　　　大谷意見について
　岡部意見は、Ｙ２は「第三者に対する加害行為
の防止に向けてＡの監督を現に行っており、その
態様が単なる事実上の監督を超え、監督義務を引
き受けたとみるべき特段の事情」があるとして、
法定監督義務者に準ずべき者に該当する、という。
また、大谷意見は、成年後見人は法定監督義務者
であり、Ｙ２は成年後見人に選任されてしかるべ
き者として、法定監督義務者に準ずべき者に該当
する、という。
　岡部意見は、Ｙ２は、Ａの徘徊行動を防止する
ために、週 6回のデイサービスの利用並びにＹ１
及びＢの現実の見守りと付添いという体制を組む
ことによって、Ａの徘徊行為を防止するための義
務を怠りなく履行しており、Ｙ２の採った徘徊行
動防止体制は一般通常人を基準とすれば相当なも
のであり、法定の監督義務者に準ずべき者として
の監督義務を怠っていなかったということができ
る、とした。また、大谷意見は、Ｙ２をはじめＡ
の家族の「行ってきた介護、監督の体制は、Ａの
意思を尊重し、かつ、その心身の状態及び生活の
状況に配慮した人的、物的に必要にして十分な介
護体制と評価でき」、「原審は、事務所出入口のセ
ンサー付きチャイムの電源が入れられておらず作
動しなかった点を監督体制の不備と指摘するが、
元々はこのチャイムは事務所に出入りする客の出
入りを把握するためのものであり、この装置の不
作動を捉えて介護、監督体制の欠陥とみることは
相当でない」から、「Ａに対する身上監護事務上
の注意義務を怠っていなかったとのＹ２の立証は
尽くされており、第三者との関係においても監督
義務を怠っていなかったと認められ、Ｙ２は免責
されてしかるべきと考えられる」、とした。

　四　民法 714 条の監督義務と民法 709 条の
　　　関係
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　本判決は、以上説示したところによれば、Ｙ１
に対する民法 714 条に基づく損害賠償請求は理
由がなく、同法 709 条に基づく損害賠償請求も
理由がないことになるから、と判示する。Ｙ１は、
監督義務を負う主体ではないので、つまり、民法
714 条の監督義務を負わないので、もちろん民法
709 条の注意義務を負わない、という意味と考え
られる。「過失の前提となる監督義務者の『結果
回避義務』の内容を包括的な監護義務へと拡張す
る」２）ということは、監督義務は注意義務より内
容が拡張されており、監督義務がなければ注意義
務もないことになるといえよう。

　五　本判決の評価
　Ｙ１及びＹ２の賠償責任を否定した本判決の結論
に賛成である。また、Ｙ１及びＹ２が監督義務者で
ないという理由でその賠償責任を否定した本判決
に賛成である。しかし、責任無能力者との身分関
係や日常生活における接触状況に照らし、Ｙ１及
びＹ２が法定監督義務者に準ずべき者に該当しう
る、とする点には反対である。未成年者以外の責
任無能力者については、監督義務につき法律がな
く、法定監督義務者はいない、と解すべきであ
り、そのように解すると、賠償責任の根拠条文と
なるのは民法 709 条であり３）、（監督義務者ではな
く）通常人としての注意義務をＹ１及びＹ２が尽く
していたかどうかが問題になる。本件では、本件
事故に至るまでにＡが 1人で外出して数時間行
方不明になったことがあるが、平成 17 年及び同
18 年の合計 2回だけであり、Ａの加害行為を具
体的に予見可能であったとはいえず、Ｙらには過
失がないと考えられる。

　六　Ａの徘徊行為は責任無能力者の不法行為か
　「責任無能力の制度は、法的価値判断能力を欠
く者（以下「本人」ともいう。）のための保護制
度であるが、保護としては、本人が債務を負わさ
れないということに留まらず、本人が行動制限を
されないということが重要である。本人に責任を
問わないとしても、監督者が責任を問われるとな
ると、監督者に本人の行動制限をする動機付けが
生ずる」からである（木内補足意見）。Ａの徘徊行
為を責任無能力者の不法行為として捉えることが
できるかについては、検討を要する。Ａの行動に
対する注意義務は、Ａに対して注意義務を負う者

に困難なことを求め、しかもＡの行動を制限して
まうおそれが存するからである。

　七　立法論としての衡平責任
　民法 714 条 1 項の趣旨は、責任能力のない者
の不法行為についてはその者を免責し、「そのた
め不法行為の責任を負う者がなければ被害者の救
済に欠けるところから、その監督義務者に損害の
賠償を義務づけるとともに、監督義務者に過失が
なかったときはその責任を免れさせることとした
ものである」（最判平 7・1・24 民集 49 巻 1号 25 頁）。
「民法 713 条と 714 条はセットになってひとつの
制度として理解されるのであり、今回の判決に
よって、精神障害を理由とする責任無能力者の不
法行為については、民法 714 条がほとんど機能
しないものとなった。これは、被害者がそのまま
放置されることを意味する」４）。被害者を救済す
るために、立法論として衡平責任が考えられる５）。
衡平責任では、責任能力のない者の行為の態様が
重視されるべきである。したがって、衡平責任が
立法されたとしても、本件では、Ａの徘徊行為の
態様からして、Ａに衡平責任を課すべきでない。
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リ 1491 号（2016 年）67 頁。

５）窪田充見「責任能力と監督義務者の責任」現代不法行
為法研究会編『不法行為法の立法的課題』（商事法務、
2015 年）71 頁。たとえば、「無能力者に責任がない場合
において、当事者間の衡平を図るため必要があると認め
られるときは、裁判所は、加害行為の態様、加害者及び
その監督義務者の資力、被害者の経済状態その他一切の
事情を考慮して、無能力者に対し、他人に加えた損害の
全部又は一部の賠償を命ずることができる」（星野英一
「責任無能力者・監督義務者の責任」ジュリ 918 号（1988
年）86 頁）との提案がある。
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